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資料４

本資料は「火山防災に係る調査企画委員会」のテーマ検討をふまえ、「火山防災に係る技術動向検討グループ」において検討中のものである



・火山防災全体のイメージや火山防災の課題とアプローチの方向性について、行政と研究で意見交換を実施

調査企画委員会 第３回 令和元年７月１７日（水）

・火山防災の施策・研究の方向性に係るテーマ設定や令和２年度予算に向けた各機関の今後の取組の方向性について

意見交換を実施

〇テーマ

①噴火予測・前兆現象の評価
②噴火後の推移の評価
③ハザード予測（影響範囲）
④観測

・①噴火予測・前兆現象の評価及び②噴火後の推移の評価について、行政機関から行政ニーズ等、委員から最新の研

究・技術開発について話題提供

気象庁 「行政ニーズと現状及び課題等について」
前野委員 「噴出物にもとづく火山活動の評価 中長期評価・推移予測」

山本委員 「地震学的手法による観測・解析」
角野委員 「火山ガスからの話題提供」
小久保委員（気象研究所） 「地殻変動による火山活動の評価」

・具体的な技術的課題や解決へのアプローチ等について検討

今年度の調査企画委員会等の開催の概要今年度の調査企画委員会等の開催の概要

調査企画委員会と技術動向検討グループの意見交換会 令和元年６月５日（水）

技術動向検討グループ 第５回 令和元年８月５日（月）

※火山防災対策会議（令和２年４月予定）に調査企画委員会から施策・研究の方向性について報告予定 1



火山防災全体のイメージ火山防災全体のイメージ

静穏期 火山活動の高まり 噴火発生・継続・火山活動 静穏期

●噴火の終了噴火発生●

①噴火予測・前兆現象の評価 ②噴火後の推移の評価

直前予測・評価
（～数時間）

短期予測・評価
（数日から数か月）

③ハザード予測（影響範囲）
事前に規模を想定し、
影響範囲を予測し
避難計画の検討

予め複数のシナリオを基に検討した影響範囲や
噴火後の観測データに基づく影響範囲の予測から

避難対象区域を発表

④観測

機動観測・臨時観測点の設置

長期予測・評価
（噴火の確率評価）

常時観測火山において、観測データの取得

観測データに基づき火山活動を評価し、噴火警報を発表

推移予測・評価

現在の取組

今後の課題

凡例

全国の火山から優先順位の高い火山
を選定し、防災対策を充実

個別の火山における噴火前の
住民の適時的確な避難

個別の火山における噴火後の火山活動に応じた住民の適時的確な避難
（一時立入りも含む）

事前に避難が必要な範囲を明示 想定と異なる噴火が起こった際、避難が必要な範囲を明示

・観測に基づく基礎データの収集

行政ニーズ
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①噴火予測・前兆現象の評価
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火山防災の課題とアプローチの方向性（①噴火予測・前兆現象の評価）火山防災の課題とアプローチの方向性（①噴火予測・前兆現象の評価）

行政ニーズ

現状

課題

アプローチ
の方向性

個別の火山における噴火前の
住民・登山者等の適時的確な避難

観測データに基づき、火山活動を評価し、

過去の実績をふまえて作成した判定基準を
もとに噴火警報を発表

特に水蒸気噴火では、
予測に有用な前兆現象が捉えにくく、
前兆が短い場合は噴火前の警報発表が困難

今後の更なる防災対策充実のため、
全国の火山から優先度の高い火山を選定

火山活動の定量的な長期評価や

火口周辺の立入り状況等をふまえた
優先順位がつけられていない。
（地震は推本による長期評価を実施）

噴火の実績が乏しい火山も多く、
定量評価につながる評価方法・
統計手法がない

噴火履歴や

観測データに基づく
確率評価手法の開発

前兆の自動判別・伝達
システムの構築
（地震：緊急地震速報）

前兆をとらえる
観測網の充実

水蒸気噴火の
起こり得る火口
の特定

長期

短期（５年）

中期（１０年）
地質調査や史料等による
噴火履歴調査の蓄積
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②噴火後の推移の評価
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火山防災の課題とアプローチの方向性（②噴火後の推移の評価）火山防災の課題とアプローチの方向性（②噴火後の推移の評価）

個別の火山における噴火後の火山活動に応じた住民の適時的確な避難
（一時立入りも含む）

観測データに基づき、火山活動を評価し、
過去の実績をふまえて作成した判定基準をもとに噴火警報の切り替え

今後の噴火規模の
予測が困難

火山活動の終息時期の
予測が困難

噴出物、観測データ、史料を用いた火山活動推移モデルの構築

行政ニーズ

現状

課題

アプローチ
の方向性

長期

短期（５年）

中期（１０年） 噴出物、観測データ、史料と海外事例等の収集、データベースへの蓄積

6



③ハザード予測（影響範囲）
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火山防災の課題とアプローチの方向性（③ハザード予測（影響範囲））火山防災の課題とアプローチの方向性（③ハザード予測（影響範囲））

事前に
避難が必要な範囲を明示

４９火山全てでハザード
マップが策定済み

曇天時など、カメラが

使えない場合、火口位置
の早期特定が困難

噴火後速やかに地形、火口位置、噴出量の
情報を共有する仕組みがないため、
シミュレーション結果を迅速に提供できない

空振計や地震計を用いた
火口の特定技術の開発

想定と異なる噴火が起こった際、
避難が必要な範囲を明示

リアルタイムハザードマップ
を５火山で導入

地形、火口位置、
噴出量の速やかな
情報共有体制の構築

【噴火前】 【噴火後】

※降灰後の土石流、火山泥流、
溶岩流、火砕流

リモートセンシングを用いた
迅速な火口位置の特定や
地形・噴出量の計測

行政ニーズ

現状

課題

アプローチ
の方向性

長期

短期（５年）

中期（１０年）

噴出量の
早期特定
が困難
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④観測
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火山防災の課題とアプローチの方向性（④観測）火山防災の課題とアプローチの方向性（④観測）

観測に基づく基礎データの収集

常時観測火山で複数機関が観測点を設置し、観測を実施
（気象庁、砂防部、大学、研究機関等）
観測データは火山活動評価に活用されている

長期的かつ安定的な
観測が不可欠だが、
冬場や噴火時に
観測点の維持が難しい

【常時観測】

観測体制の充実や

観測体制を支え続ける
ための効率化

水蒸気噴火時に、
前兆現象を観測
できない場合がある

ノウハウの
蓄積・共有

技術開発観測設備の整備

観測機器の設置計画の策定

データ共有

行政ニーズ

現状

課題

アプローチ
の方向性

長期

短期（５年）

中期（１０年）
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火山防災の課題とアプローチの方向性（④観測）火山防災の課題とアプローチの方向性（④観測）

火山活動の高まりに応じて複数機関が臨時観測点の設置や現地観測を実施。
（気象庁、砂防部、大学、研究機関等）
観測データは火山活動評価に活用されている。

危険箇所での観測機器設置が困難
それぞれの目的に応じ、関係機関が
現地観測を実施しており、緊急時の
合同観測の連携が不十分

協力体制の構築ドローンを活用した
ガス・温度・地形等の観測

ロボットを活用した噴出物の収集

ドローンや無人ヘリを活用した
観測点の設置

【火山活動活発時の観測】

観測に基づく基礎データの収集行政ニーズ

現状

課題

アプローチ
の方向性

長期

短期（５年）

中期（１０年）
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